
ダム事業の長期化②ダム事業の長期化②

ダム事業の長期化

社会ﾆｰｽﾞ
の変化

コストの増大

（長期化に起因する課題）

利水計画の
見直し

事業見直し
システムの
整備

２５



コスト縮減技術（RCD工法、拡張レヤ工法（ELCM））コスト縮減技術（RCD工法、拡張レヤ工法（ELCM））

柱状工法（従来工法）

ダム堤体を複数の柱状ブロックに
分割して棒状バイブレータで締め
固めながら打設していく工法

拡張レヤ工法（ＥＬＣＭ） ＲＣＤ工法（Roller Compacted Dam-concrete 
Method）

・セメント量の少ない超硬練りの
コンクリートをブルドーザで敷き
ならし、振動ローラで締め固めな
がら打設していく工法

・放流管等の構造物が存在しない
施工エリアの広いところで大量の
コンクリートを打設する場合に有
利

・柱状工法のような段差を設けず
に複数のブロックを同時に内部振
動機で締め固めながら打設してい
く工法

・内部振動機のみで締め固めるた
め、小規模ダムや堤内構造物が多
い中規模ダムなど内部コンクリー
トの打設面積が狭い場合に有利

２６
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柱状打設 ＲＣＤ ＥＬＣＭ

新技術導入（RCD工法、拡張レヤ工法）によりコスト縮減を実現新技術導入（RCD工法、拡張レヤ工法）によりコスト縮減を実現
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拡張レヤ工法

柱状工法

5

新規工法複合

ＲＣＤ工法柱状工法

コンクリートダム打設工法の年代比較

近年10ヶ年の打設工法別の工事費

(1m3当たり平均工事費）

（完成年度で整理）

１
㎡
当
た
り
工
事
費
（
千
円

/ｍ
３
）

0

柱状工法 拡張レヤ工法

(ELCM)

RCD工法

※直轄、公団ダムを対象に調査

２７



ダム事業の評価の客観性、事業の決定・見直しプロセスの透明性ダム事業の評価の客観性、事業の決定・見直しプロセスの透明性

事業の決定プロセスの透明性の確保

アカウンタビリティのより一層の向上

社会経済情勢の変化への対応

事業の決定・見直しシステムの整備

ダム事業の評価の客観性、事業の決定・見直しプロセスの透明性 ２８



　

旧
制
度

　

新
制
度

平成９年の河川法改正により、計画策定プロセスに
住民、地方公共団体の長、学識経験者の意見を反映させる手続きを導入

平成９年の河川法改正により、計画策定プロセスに
住民、地方公共団体の長、学識経験者の意見を反映させる手続きを導入

　
　内容 ⇒河川整備の目標
　　河川工事（ダムも含む）、河川の維持の内容

原　案

河川整備計画の
決定・公表

学識経験者

意見 公聴会の開催等に
よる住民意見の反映

地方公共団体の長

意見

意見

河川整備計画の
案の決定

　
　内容 ⇒基本方針
　　　　基本高水、計画高水流量等

河川整備基本方針
の案の作成

河川整備基本方針
の決定・公表

社会資本整備
審議会
（一級水系）
都道府県河川
審議会
（二級水系）

意見

都道府県河川審議会
がある場合

河
川
工
事
、
河
川
の
維
持

河
川
整
備
基
本
方
針

河
川
整
備
計
画

個
々
の
ダ
ム
事
業
計
画
の
策
定

　内容 ⇒基本方針、基本高水、計画高水流量等
　　　　主な河川工事（ダムも含む）の内容

工事実施基本計画
の案の作成

工事実施基本計画
の決定

河川審議会
（一級水系）意見

河
川
工
事

工
事
実
施
基
本
計
画

ダム事業の評価の客観性、事業の決定・見直しプロセスの透明性 ２９



ダム事業は、先行して事業評価に着手ダム事業は、先行して事業評価に着手

１９９５．７（平成７年７月）

●　ダム等事業審議委員会による評価の試行
　

１９９８．３（平成１０年３月）

●　建設省所管公共事業の再評価・新規事業採択時評価
　　・事業評価監視委員会による評価

２００１．７（平成１３年７月）

●　国土交通省政策評価　（事前評価・業績測定・プログラム評価）

ダム事業の評価の客観性、事業の決定・見直しプロセスの透明性 ３０



事業の再評価の実施により事業を峻別事業の再評価の実施により事業を峻別
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1990年
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(H11)

1998年
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1997年

(H9)

1996年

(H8)

1995年

(H7)

1994年

(H6)

1993年

(H5)

1992年

(H4)
1991年

(H3)

2000年

(H12)

2001年

(H13)

※新規事業数には実調から建設への移行、及び補助通常から生貯への移行等事業の変更による新規採択事業を含まない。

20012001年（平成年（平成1313年）度までに年）度までに7272事業が中止事業が中止

※国土交通省所管ダム事業

ダム事業の評価の客観性、事業の決定・見直しプロセスの透明性 ３１



ダム事業の中止の理由ダム事業の中止の理由

（中止理由の重複あり　総ダム数（貯水池など含む）72）

※国土交通省所管ダム

中止ダム理由

治水代替案有利

20%

地元調整難

7%

その他

9%

水需要の減少

33%

水需要の減少
＋

治水代替案有利

31%

H13.3.31現在

ダム事業の評価の客観性、事業の決定・見直しプロセスの透明性 ３２



その他の課題その他の課題

その他の課題

ダム群の再編

多目的ダム事業

治水・利水の相反する機能の調整

複数のダムを一体として運用

３３



多目的ダムのしくみ多目的ダムのしくみ

その他

治水 利水

渇水に備え、
普段は水を貯めておきたい。

洪水に備え、
普段は空にしておきたい。

・限られたダムサイトを有効活用
・貯水容量を確保することでスケールメリットを発揮しやすい

洪水に備え、
ここを空けておく

渇水に備え、
ここに水を貯めておく。

多目的 洪水の一部をダ
ムに貯留する。

流量

時間

流量

流量
流量

時間
時間

時間

ダムから補給する。

３４



既存ストックの有効活用
ｰ隣接する貯水池を管路で連結ｰ

既存ストックの有効活用
ｰ隣接する貯水池を管路で連結ｰ

　既存ダム（川治ダム、五十里ダム）を導水路で連絡し、運用方法を工夫することで、ダムを新規建設する
　ことなく鬼怒川本川の流量を改善することで、既得用水の取水を安定化させ、魚にやさしい水環境を回復
　するなど、既存ダムの機能を最大限に発揮させる。

川治ダム

五十里ダ
ム

川らしい川が再生

五十里ダムの水が余っている
とき、川治ダムに水を蓄える

五十里ダムの水が足りな
い時、川治ダムから送水

魚にやさしい水環境

水が流れず川底が露出

渇水により死んだ魚たち

年間流入量：小

年間流入量：大
（ただし夏期は小）

貯水容量：小

貯水容量：大

夏場：流量不足

雪解時・多雨時：無効放流

鬼怒川本川の
流況改善

貯水率の改善

渇水による
不安定取水

既得用水取得の
安定化

佐貫頭首工下流で
必要流量１ｍ３／ｓ
を確保

その他 ３５



面積は大きいが普段
の雨が少ない流域

治水

利水

面積は小さいが雪解け水
などで流出量が多い流域

②創出された容
　量を活かして、
　今後必要と考
　えられていた
　ダムを不要に
　する等合理化

既存計画 再編後

①同じ利水効果
　を少ない容量
　で発揮

Ａ
ダ
ム

治水

利水

既存計画 再編後

Ｂ
ダ
ム

利水

再編
創出分

既存ストックの有効活用
ｰ容量振り替えによる既存ダム群の再編成ｰ

既存ストックの有効活用
ｰ容量振り替えによる既存ダム群の再編成ｰ

その他 ３６




